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「家族の戦後体制」と保育政策
---「主婦化」要因に関する検討 —
榎 田 二三子
はじめに
アダルトチルドレンやドメスティックバイオレンスなどの問題が表面化し、 これまであたりまえに
営まれているように感じられていた家庭生活や家族関係が実はあやうい状況を内包していたのではな
いかとわかり始めた。 またサイレントベビ ー や児童虐待などの現象から、 子どもと家族の関係がが変
化していることも感じられる。 これらは、 特別問題のある家族に起きることではなく、 一見ごく当た
り前の家族、 我が家にも起こりうると感じられることから、 家族についての漠然とした危機感を抱く
人は多い。 家族の危機や存続について、 また家族の変動について、 そして家族への支援についてなど、
家族を巡る多くの本も出版され、 家族のこれからに関心が寄せられている。 家庭生活や家族関係の変
容は、 子どもの育ちを支える基盤に関連するものであり、 子どもの育ちへの影響が危惧される。
日本保育学会第56回大会でも、「21世紀家族と子ども」というテー マが設けられ、 家族社会学の立
場から落合恵美子、 そして精神科医の佐々木正美が講師として、 記念公演・対談を行うことになって
いる。 落合恵美子は、 家族をとらえる視点として「家族の戦後体制」
1)
というものを打ち出し近年注
目されている研究者である。 落合は、 家族の変容、 特に戦後の家族は崩壊の過程をたどっているよう
に言われる中で、 これまでとは異なる視点でとらえ、 注目されている。
しかし、 保育の分野にいるものとして、「家族の戦後体制」に戦後の保育政策を重ねてみると、 そ
こに落合の指摘していない関連性が見えてくるのではないかと思われる。 本論では、「家族の戦後体
制」を保育政策などとの関連から見直してみるものである。
1. 落合による戦後の家族のとらえ方
家族に関する変化は、 戦後の家制度の解体から一貫して続いているものととらえられがちであった。
その流れに対して疑問を投げかけ、 戦後日本の家族変動論を書いたのが、 落合の著書「21世紀家族へ」
である。
落合は女性学、 家族史、 歴史人口学を用いた研究の過程で、「戦後のある一定期間、 比較的安定し
た構造を保った時代が存在した」
2)
と考え、 その時代の家族のありようを「家族の戦後体制」と名づ
けた。 そして、 これまで崩壊の一途をたどっているととらえがちであった戦後の家族を、 構造ができ
あがるまでの時期(1950年代半ばまで）と、 構造が安定した時期(1950年代半ばから1970年代半ばま
で）それからそれが壊れていく時期(1970年代半ば以降）と分けてとらえている。 そして現代の家族
の崩壊や危機といわれているものは、 壊れていく過程で顕著になってきたと述べている。
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2.「家族の戦後体制」の 3つの特徴
落合は、「家族の戦後体制」の特徴を 3点に整理している。
まず第一は、「女性の主婦化」である。日本の女性は、子育て期に離職しその後子育てが一段落し
た時期に再就職する割合が高いため、女子労働率曲線は子育て期に落ち込むM字型曲線を描く。落合
は、出生コーホート別年齢別女子労働率曲線を用い、そのM字の落ち込みの変化に着目した。戦後か
ら1946~50年生まれの女性まで、子育て期に離職し主婦となる率が増加してきたこと、 1956~60年生
まれ以降M字の落ち込みが減少し、主婦になる率が減ってきていること、復職時期の早期化を指摘し、
戦後女性は社会進出をするようになったのではなく、 1970年代にかけて女性の主婦化が進んだのだと
述べている。
そしてその要因を、高度経済成長期に伴い産業構造が変化し、それまでの農家や自営業者を中心と
した社会から、雇用者を中心とする社会に変化したため、雇用者の妻が専業主婦になったことで主婦
化が進んだとしている。
第二の特徴を落合は「再生産平等主義」と名づけている。その内容は、「みんなが適齢期に結婚し、
子どもが2~3人いる家族を作る」3)ということである。日本の戦後の合計特殊出生率の低下は、徐々
に進んでいるのではなく、戦後と1970年代半ばからと 2回ある。そしてその間の1950年代半ばから
1970年代半ばまでは合計特殊出生率が比較的安定した時期であり、短い結婚適齢期の期間に結婚し、
2~3人の子どもを生むという画ー的な家族を作った時期であるとしている。
第三の特徴は、人口移行期世代 (1925~1950年生まれ）の人たちが家族を作った時代が「家族の戦
後体制」であるということ。人口移行期世代は、その前の世代に比べて約人口が 2倍あるという特徴
をもっている。
3.「家族の戦後体制」の構造変化
落合のとらえ方では、「家族の戦後体制」は1975年頃から壊れ始めたという。その壊れは、専業主
婦離れという現象に現れる。まず1960年代の女性の主婦役割への疑問を投げかけたウーマンリブ運動
を経て、子育て期に専業主婦になる率の最も高かった団塊の世代が、再就職や生協運動などの地域社
会での活動に再び動き始めた。そして、団塊の世代以降の女性たちは、育児期に仕事を継続する人も
増加し、また専業主婦になってもその期間が短くなり再就職する。「家族の戦後体制」が安定していた
時期には女性が比較的画ー的な人生を選択していたが、その後の世代は初婚年齢のばらつきが大きく
なるなど、個人によってライフサイクルの多様化が見られるようになる。この事は「家族の戦後体制」
の第 2の特徴の崩れに関連していく。
このように、「家族の戦後体制」は女性の専業主婦離れを契機に崩壊していくと落合はとらえた。「家
族の戦後体制」の中心的な柱は、第一の特徴である「主婦化」と考えて良いだろう。
4.「家族の戦後体制」における主婦化要因への疑問
落合は、「家族の戦後体制」の壊れの様子をウーマンリプやニューファミリーの思秋期、初婚年齢
の変化などから丁寧に追っているのに比して、「主婦化」の要因を高度経済成長に伴い産業構造が転換
し、サラリーマン家庭の増加に伴い女性が「主婦化」するという現象になったのだと簡単に述べるに
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終わっている。確かにこのような要因は、これまで専業主婦の出現に関して言われてきたことである。
しかし産業構造の変化だけではなく、女性が専業主婦という行き方を選ぶ、あるいは選ばざるを得な
かった背景があるのではないだろうか。
「家族の戦後休制」の柱が「主婦化」であり、「主婦化」の崩れが「家族の戦後体制」の壊れを引き
起こしているならば、「主婦化」の要因をもっと丁寧に探る必要がある。産業構造の変化だけで片づけ
られないi替在した要因があるからこそ、「家族の戦後体制」のその後の変化が出現したのではないかと
も考えられる。
落合は、女性の育児期の就労率低下が戦後進み、その底にあたるのが1946~50年生まれの世代であ
るとしている。その事実をもって女性の主婦化が進んだのだとしている。確かに就労率は低下してい
るが、団塊の世代は母集団がその前10年の世代よりも大きく、就労率が下がっても子育て期の就労人
数は変化していないと考えられる。子育て期の就労率が上がれなかった、つまり子育て期の就労人数
が変動できなかった要因も考える必要があるのではないだろうか。
就労人数が増加できなかった要因として、保育政策との関連を考えてみたい。子育て期に就労を継
続できるためには、子どもを H中誰かに育ててもらわなくてはならない。現在でも乳児保育が不足し、
就労を継続できない女性がいるのである。では戦後という時代は、どのような保育状況であったのだ
ろうか。
5.年次別保育所数と「主婦化」
戦後の日本の社会では、戦争により親を失った孤児、母子家庭、母親も就労しなければ生活をして
いけない家庭の増加など、子どもの保育環境の欠如が表面化していた。そして1947（昭和22)年に児
童福祉法が成立し、保育に欠ける乳幼児を保育所において保育を保障する公的責任が明らかにされた。
児童福祉法成立以降、 1955年にかけて保育所が増設されていった。表 1は、戦後の保育所数と人所児
童数である。「家族の戦後体制」が成立したとされる1955年までに、保育所数は昭和22年の5.5倍、入
所児童数は3.5倍に増加している。
「家族の戦後体制」が安定した昭和30年代に入り、 1956（昭和31)年度経済白書で「もはや「戦後』
ではない」と政府は宜言し、高度経済成長期に入る。高校進学率の上昇による若年労働力の不足、高
度経済成長による労働力の需要増大により、女子労働力が求められた。しかし、保育政策では保育単
価制度の導入、保育所予算抑制と受益者負担の強化などを含む保育所財政のシステム化が図られるな
ど、保育所抑制策の展開により保育所の増加の勢いは減速する。 1967（昭和42)年に「保育所緊急整
備五カ年計画」が計画され、昭和46年までに新築3690園、増築250園、入所児数の36万人増を見込ん
だが、計画通りには増加しなかった。表 1からもわかるとおり、昭和30年代から40年代前半の保育所
数の増加率は1955年以前に比して鈍化し、 1955年から1975年までの間は、保育所数が2.2倍、入所児童
数が2.5倍の増加にとどまっている。
その後1980年以降は、人所児童数、保育所数ともに横這い状態である。
団塊の世代が子育てをした1970年代は、保育所数・入所児数も緩やかな増加傾向にあるものの、人
口数の多さから考えれば逆に不足の傾向が増していたことが考えられる。 1966（昭和41)年に労働省
が行った「既婚女子労働調査」において、母親が働いている間乳幼児を誰がみているかという調査に
対して、 0~6歳の子どもを育てている女子労働者のうち、「保育施設に預けている」が21.4%、「自
宅で家族や家族以外のものがみている」が60.2%、「よその家に預けている」が16.8%、「誰も世話を
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するものがいない」が2.8％となっている。このように保育施設以外に家族・親族のネットワークそし
て地縁のネットワークに助けられ、乳幼児を育てながら就労している母親が77％となっている。地方
から都市への人口流入が進み、居住地での親族ネットワークや地縁ネットワークが得られなければ、
就労することがむずかしかったと考えられる。事実誰も世話をする人もなく家に置いておかれる子ど
もが統計にあがってきている。
また1967（昭和42)年の「子どもの保育・就労に関する母親の意識」の調査では、 17％の母親が
「適当な仕事があって、あずかってくれるところがあればすぐにでも働きにでてもよい」と考えてい
る。 1972（昭和48)年に総理府広報室が行った「婦人に関する意識調査」では、女性が仕事を持つた
めに整備される必要のあるものとして47％の人が「保育施設の不備不足」をあげている。このように
仕事を続けたくても続けられない、続けていても保育所には預けられないなど、保育施設が不足して
いたことがわかる。このような保育状況では、子育て期に仕事を継続できる女性は限られ、離職し主
婦にならざるを得ない人も生じてきたであろう。
表 1 年次別保育所数4)
年次
施設数 入所児童数
公営 私営 計 公営 私営 計
1947（昭和22) 395 1,223 1,618 164,510 
1950（昭和25) 2,971 256,690 
1955（昭和30) 8,321 653,727 
1960（昭和35) 5,571 4,211 9,782 689,242 
1965（昭和40) 6,907 4,292 11,199 503,259 326,481 829,740 
1970（昭和45) 8,817 5,284 14,101 690,344 441,017 1,131,361 
1975（昭和50) 11,545 6,693 18,238 1,012,290 618,735 1,631,025 
1980（昭和55) 13,311 8,725 22,036 1,188,340 807,742 1,996,082 
1985（昭和60) 13,590 9,309 22,899 1,046,060 797,490 1,843,550 
1990（平成 2) 13,371 9,332 22,703 957,249 766,526 1,723,775 
1995（平成 7) 13,184 9,304 22,488 912,659 766,207 1,678,866 
1998（平成10) 12,946 9,381 22,327 956,811 832,788 1,789,599 
1999（平成11) 12,849 9,426 ・ 22,275 1,844,244 
（厚生省「社会福祉施設調査」）
6.乳児保育と「主婦化」
昭和20年代から保育所の数が急増したと言っても、高度経済成長期の子育て家庭の需要に足るもの
ではなかった。 1954（昭和29)年「働く母の会」が結成され、共同保育運動や公立保育所づくりの運
動が展開された。しかし高度経済成長期の保育所予算抑制などがあり、保育所数の増加は鈍かった。
また、母親たちが働き続けるためには保育所の数の増加だけでなく、乳児保育が行われなくては就労
を継続できないのであった。
母親たちの産休あけからの乳児保育実施の要求が顕在化していたが、厚生省は1963（昭和38)年の
中央児童福祉審議会意見具申「保育問題をこう考える」において、いわゆる「保育 7原則」を次のよ
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うに示した。第一原則 両親による愛情にみちた家庭保育、第二原則 母親の保育責任と父親の協力
義務、第三原則 保育方法の選択の自由と、子どもの、毎親に保育される権利、第四原則 家庭保育
を守るための公的援助、第五原則 家庭以外の保育の家庭化、第六原則 年齢に応じた処遇、第七原
則 集団保育である。この中で「 2~3歳以下の乳幼児期においては、まず家庭において保育される
ことが原則でなければならない」「屈子の持続的な 1対 1の関係の中でこそ乳児の安定した情緒の発達
が期待できる」 5)という考えを打ち出しており、乳児保育の実施に積極的ではなく、家庭保育第一主義
であると批判された。
その後1960年代から革新自治体が誕生し、東京都の美濃部革新都政が行った産休明け保育への公的
助成や 0歳児保育への保母配置の改善などの保育行政が影響を及ぽし、厚生省は1969（昭和44)年に
乳児保育対策を打ち出す。しかし、これは乳児保育の対象を低所得者のみに厳しく限定したものであ
り、働く母親の乳児保育への要求を満たすものにはなり得なかった。表2の保育所の年齢別在園児数
をみても、 1975年で総数に対する 0歳児は0.7%、 0~2歳児は13％である。
表2.保育所の年齢別在園児数の推移6)
年次 総数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳以上
1960（昭和35) 689,242 728 6,364 23,577 58,022 126,820 238,245 235,486 
1965（昭和40) 829,740 1,286 9,379 32,152 79,024 171,897 289,498 246,504 
1970（昭和45) 1,131,361 3,047 19,696 60,792 148,933 210, 166 398,457 290,270 
1975（昭和50) 1,631,025 12,167 55, 115 146,360 298,024 446,865 475,643 196,734 
1980（昭和55) 1,996,082 18,697 84,422 195,845 386,454 544,813 552,239 213,612 
1985（昭和60) 1,843,550 24,608 101,603 192,509 351,762 480,275 491,630 201,613 
1990（平成 2) 1, 723, 775 23,408 100,406 179,652 317,141 432,146 443,759 227,223 
1995（平成 7) 1,678,866 32,142 129,310 201,717 323,557 402,766 397,714 191,660 
1998（平成10) 1,789,599 37,090 152,759 229,375 348,104 421,957 404,239 195,984 
（注） 1970年以前は12月現在、 1975年以降は10月現在。 （厚生省「社会福祉施設調査」）
乳児保育への取り組みがなかなか進まないなか、 H本は少子化が徐々に進んでいた。 1984（平成元）
年には、合計特殊出生率が1966（昭和41)年丙午の時の1.58を下回り、「1.57ショック」と呼ばれ、少
子化社会の到来が広く社会に認識され始めることとなった。労働省が1989年に行った「子どものいる
既婚女子労働者の生活実態調究」によると、末子が 1歳未満の場合、自分または夫の父母や親族が日
中の子育てをしているものが78.6%、保育所・託児所等が28.3％となっており、乳児保育の不足状況
が推察される。
その後、少子化対策として、 1994年に文部・厚生・労働・建設の 4大臣合意による「今後の子育
て支援のための施策の基本方針について」（エンゼルプラン）が策定され、緊急保育対策 5ヵ年整備
計画のなかで低年齢児保育の促進がうたわれ、平成 6年度45万人から11年度60万人へという数値目標
が掲げられた。しかし実績は平成11年で 0~2歳児42万人弱にとどまっている。 1999年の新エンゼル
プランでは、さらなる低年齢児の受け入れ拡大の数値があげられ、平成11年度58万人から平成16年度
68万人へと目標値が挙げられている。
このように少子化対策に伴って乳児保育の拡充が進められてきたなか、厚生省は平成10年版厚生白
書「少子社会を考える一子どもを産み育てることに『夢』を持てる社会を一」を発行する。その中で、
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「三歳児神話には、少なくとも合理的な根拠は認められない」「大切なのは、子どもに注がれる愛情の
質である」と述べた。これまで主張してきた 3歳までの子どもは家庭で育つことが原則であり、母親
の役割が重要であるとしてきた考え方を変換したのであった。
このように、国の乳児保育に対する考え方及び施策は、高度経済成長期から少子社会へと社会の変
化に対応する形で変化してきている。地域における家族・親族ネットワークが減少し、乳児保育の必
要性がさらに増大する社会状況の変化のなかで、近年ようやく乳児保育についての対策が進み始めた
と言って良いだろう。
しかし乳児を誰が育てるかという問題については、国の政策だけでなく、親特に母親の子育て・就
労への意識が関係してくる。
7.女性の就労意識と「主婦化」
1967（昭和42)年総理府広報室が行った「保育および就労に関する母親の意識」の調査で、就学前
の子どもをもつ母親が外で働くことについて、婦人の能力を十分に生かすということからみて望まし
いと答えたものが8.2%、望ましくないと答えたものが71.8％であり、働く母親への否定的意識が強
かったことがわかる。また母親が働く場合、 3歳未満の子どもは家族や肉親がみるという意見が8割
以上をしめ、乳児保育の拡充が図られないだけでなく、母親の意識も乳児保育を望んでいない人々も
いたことがわかる。このことは、親族ネットワークがなければ子育て期の女性が離職し主婦化すると
いうことになる。
しかし落合のいう「家族の戦後体制」が崩壊し始めてからの1984年と1987年の調査でも、図 1のよ
うに「子どもができるまで職業をもつ方がよい」と「子どもができたら職業を辞め大きくなったら再
び職業を持つ方がよい」という子育て期の離職意識が、「子どもができてもずっと職業を続ける方がよ
い」をはるかに上回っていることがわかる。
1切2年女
1984年女
男
1987年女
子どもができても 子どもができたら職業
ずっと職業を続けl辞め大きくなったら再
る方がよい 職業を持つ方がよい
（％）， 
資料 総理府「婦人に関する世論調査」 1972、1984年。 『女性に関する世論調査』 1987年
出典 婦人教育研究会『統計に見る女性の現状』 1989年
図1 男女別職業意識の違いの推移”
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また、末子年齢別にみた妻の就業状況の調査では、図 2のように 3歳未満の子どもをもつ妻の無業
者の割合が70％を越え、 40％以上のものが就職を希望している。この調査で注目したいことは、それ
だけではない。昭和57年と平成 4年の調査を比べると、子どもの有無や年齢に関わらず、無業者のう
ち就職希望者の割合が平成 4年の調査の方が落ちていることである。つまり、主婦化が崩れ、脱主婦
化へ皆が向かっているわけではなく、専業主婦という立場を選択する女性がある一定割合いるといえ
るだろう。
-̂
 
無
業
者
>＿^
 
有
業
者
＞＿ 
昭和57年平成 4年昭和57年平成 4年昭和57年平成 4年昭和57年平成 4年
ー100
（％） 
一a 90 
一a 80 
一◄ 70 
- 60 
_, 50 
_, 40 
—30 
一◄ 20 
ー. 10 
ー。
子どもがいない 3歳未満 3~5歳 6~8歳
図2 末子の年齢別にみた妻の就業状況（妻55歳未満）8)
資料出所：総務庁「就業構造基本調査」
近年の新聞報道9)では、女性の就労率のM字型曲線が大学卒の女性の場合、 M字型にならず子育て期
に落ち込んだ就労率がそのまま回復しない、つまり再就職せず専業主婦を続ける傾向にあるという。
また名古屋市勤労婦人センターが1988年に実施した「働く女性の意識に関する調査」］O) では、サービ
ス業に従事している女性の28.1%、事務的な仕事に従事している女性の19.6％が結婚や出産を機に退
職し復職の意思を持っていない。しかし専門的・技術的な仕事に従事しているものは仕事を続ける意
識が強く、いったん辞めても復職する意識も強い。このようにひとくくりで女性はこうであるといえ
ない多様な意識が明らかになっている。
8.「家族の戦後体制」の崩壊と子どもの育ち
「家族の戦後体制」の特徴の一つである「主婦化」をもたらした要因として、産業構造の変化があ
るものの、それだけではなく保育政策や女性の意識との関連も大きいと考えられる。「家族の戦後体
制」が崩壊した要因は、脱「主婦化」ではなく、主婦化せざるを得なかった社会や保育状況が変化し、
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女性が多様な意識のもって多様な生き方の選択ができるようになったためと考えられるのではないだ
ろうか。
ここでもう一つ考えておかなくてはならない問題は、落合の著書には取り上げられていない子ども
の育ちについてである。多様な生き方を選択するようになった家族が、家庭で育つ子どもにどのよう
な影響をあたえるのか。専業主婦であるか共働きであるかにかかわらず、主婦または親という役割を
担っている人が、家族の生活を整え、家族としてのまとまりを作ってきた。今後個別化していくだろ
うと言われている家族は、時間や空間を共有しないことも生じてくるだろう。大人だけの生活の場合
はそれでもよい。しかし、子どもは家庭生活を中心として、保育施設や地域社会の中で育つ。その子
どもたちが育つ基盤である家庭が多様化するとき、何を最低守らなければいけないのか。私たち社会
は子どもに何を保証すればよいのだろうか。
家族のあり方は、家族という限られた世界の中で変化するのではなく、社会状況や国の保育政策に
も影響をうける。現在地域の教育力や地域で子育て支援をといわれ、「子育ての社会化」という言葉も
でてきている。私たちの社会は、模索している。保育に携わる私たちは、子どもを中心に据えて考え、
社会は何を再構築し、新たに作るべきことはなにかということを提言していく役割を担っている。
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